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連 結 決 算 の 概 況   

４ 

（単位：億円） 

・ 海外の需要回復により売上は前期比３４４億円の増収 

・ 林原の寄与、固定資産売却益もあり当期純利益は１４１億円（５６億円の増益） 

１２/０３ １３/０３ 増減 前期比
公表値

（２Ｑ修正）
達成率

売   上   高 ６,３１８ ６,６６２ ３４４ １０５％ ６,７１０ ９９％

売上総利益
＜利益率＞

７１６
＜11.3%＞

８２５
＜12.4%＞

１０９
＜+1.1%＞

１１５％ ８４０
＜12.5%＞

９８％

販売管理費 ▲５８２ ▲６７０ ８８ １１５％ ▲６７６ 101％

営 業 利 益 １３４ １５５ ２１ １１６％ １６４ ９５％

経 常 利 益 １５６ １７９ ２２ １１４％ １７６ 102％

当期純利益 ８５ １４１ ５６ １６６％ １３６ 104％

為替レート ＠７９.６２ ＠８３.３２ ＠７８.００３.７円安
※新規連結会社：計6社、新規持分適用会社：計11社 

（ 1円あたりの為替変動による売上高および営業利益への影響） 
        1円のドル円レート変動による影響額   13/03実績に与えた影響額 
 売上高           約４６億円              ＋約１７５億円 
 営業利益           約１.５億円               ＋約５.８億円 



 地 域 （国 内・海 外）別 売 上 高 

売上高 ６,６６２億円（国内3,619億円、海外3,043億円） 
前期比３４４億円増（+5.4%）<国内４３億円減（▲1.2％）、海外３８８億円増（+14.6％）> 

－ 海外売上比率は上昇（42%→46%）－ 
 北東アジア及び東南アジア地域の売上増加の影響 
 により、海外売上比率が上昇。 

海外売上の地域別内訳（前期比） 

※2013年3月期より、海外子会社の決算期を統一したことにより、海外連結子会社の会計年度は1-12月から4-3月となっております。 
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 セ グ メ ン ト 別 売 上 高 
（単位：億円） 

６ 

セグメント別の売上概況 (前期比） 
 

機能素材   1,800億円（+ 29億円 Ｖ102％ ） 
 

 ■ 機能化学品事業は、塗料原料関連の増加及びシンガポールでの基礎化学品販売 
    （スポ ッ トビジネス）等により増収 
 

 ■ スペシャリティケミカル事業は、自動車・繊維業界向けの加工油剤原料及びフッ素ケ 
   ミカル販売の減少等により減収 
 

加工材料 2,145億円（▲ 33億円 Ｖ98％ ） 
 
 

 ■ 色材事業は、顔料・添加剤関連、情報印刷関連材料の販売が減少、また繊維加工 
   剤等の事業を持分法適用会社に再編集約したこと等により減収 
 

 ■ OA・家電用途関連事業は、北東アジアでの合成樹脂販売や成型機輸出の増加等 
   により増収 
 

 ■ 機能性フィルム・シート及び樹脂成型品関連事業は、液晶用偏光フィルム精密検査 
   装置販売の減少等により減収 
 

電子 1,161億円（ +56億円 Ｖ105％ ） 
 

 ■ 電子化学品事業は、半導体及び液晶パネル製造用薬液ビジネスの減少等により 
   減収 
 

 ■ 電子資材事業は、北東アジアのタッチパネル用部材販売の増加等により増収 
 

自動車・エネルギー 830億円（+ 69億円 Ｖ109％ ） 
 

 ■ 国内は、エコカー補助金の終了による自動車国内販売の減少等により減収 
 

 ■ 海外は、中国は反日デモの影響を受け自動車関連部材の販売が減少したが、北米 
   及びアセアンで好調に推移したこと等により、全体で増収 
 

生活関連 716億円（ +225億円 Ｖ146％ ） 
 

 ■ ㈱林原（機能性糖質事業）の連結により売上が大幅に増加(当期の売上高244億円) 
 ■ ㈱林原以外のファインケミカル事業は、検査薬・医療材料関連並びに酵素関連はナ 
   ガセケムテックス㈱製品が、それぞれ堅調に推移し増収 
 

   ■ ビューティケァ製品事業は、既存主力製品販売の減少等により減収 

セグメント別売上高 

セグメント別売上増減額 
（前期比） （単位：億円） 
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 売上総利益 ： ８２５億円 ＋１０９億円 15.3％増   

セ グ メ ン ト 別  売 上 総 利 益  

12/03 13/03 

                                                                     

セグメント別 売上総利益 (前期比） 
    
 機能素材      124億円  ▲7億円    5.3％減    
 ＜利益率：6.9％（▲0.5％）＞ 
 

 加工材料       199億円  ▲21億円    9.9％減 
 ＜利益率：9.3％（▲0.8％）＞ 
 

 電子         251億円  ＋22億円    9.8％増  
 ＜利益率：21.7％（＋0.9％）＞ 
 

 自動車・ｴﾈﾙｷﾞｰ  60億円  ＋12億円  25.7％増 
 ＜利益率：7.2％（＋0.9％）＞ 
 

 生活関連      186億円 +105億円 130.2％増 

 ＜利益率：26.1％（＋9.6％）＞ 

 ８２５ 
 ７１６ 

（単位：億円） 

＜利益率：12.4％ ＋1.1％＞ 



セ グ メ ン ト 別   営  業  利  益  

営業利益 ： １５５億円 ＋２１億円 16.0％増   

＜セグメント別 営業利益＞ 
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セグメント別 営業利益(前期比） 
    
 機能素材       54億円  ▲8億円    13.6％減 

            

 加工材料      23億円 ▲5億円    19.9％減 

          

 電子         62億円  +2億円      4.6％増  

        
 自動車・ｴﾈﾙｷﾞｰ  7億円 ▲1億円   18.4％減   

 

 生活関連      39億円  +32億円  464.1％増   
 

  

（単位：億円） 

８ 

生活関連 



12年3月期 
期末 

 

機能素材 自動車・ 
エネルギー 

13年3月期 
期末 

 

（単位：億円） 

加工材料 電子 

 ：プラス要因 
 ：マイナス要因 

生活関連 

９ 

その他・ 
全社共通・ 
連結消去 

営業利益 増減要因（前年実績 vs 当年実績 分析） ① 

100 

120 

140 

160 

国内減益 
 研磨剤関連（半導体・HDD業界）減少 
海外減益 
 東南アジアで一般管理費増加 
減価償却費の影響＋2億円 

134 ▲5 +2 
▲8 

155 

▲1 

+32 

+2 

国内減益 
 製造子会社の不振 
海外減益 
 北東アジアでゲーム機向け販売減 
減価償却費の影響＋2億円 

国内減益 
 ｽﾏﾎ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ関連好調も、 
 製造子会社が不振 
海外増益 
 ｽﾏﾎ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ関連増加 
 半導体関連装置増加 
減価償却費の影響＋6億円 

国内減益 
 ｴﾈﾙｷﾞｰ関連が低調 
海外増益 
 中国低調も、北米やタイに 
 おいて自動車関連増加 
減価償却費の影響＋1億円 

ﾗｲﾌ＆ﾍﾙｽｹｱ製品事業増益 
 林原の連結による増加+31億円 
ﾋﾞｭｰﾃｨｹｧ製品事業減益 
 既存商品の販売減少 
減価償却費の影響＋1億円 

減価償却費の影響＋3億円 



12年3月期 
期末 

 

 
林原 

のれん・無形 
資産償却含む 

 

海外 13年3月期 
期末 

 

減価償却 
方法変更 

による影響 

（単位：億円） 

新規連結 長瀬産業 国内製造 国内販社他 

 ：プラス要因 
 ：マイナス要因 

１０ 

その他・ 
全社共通・ 
連結消去 

営業利益 増減要因（前年実績 vs 当年実績 分析） ②  

100 

120 

140 

160 

180 

のれん・無形資産 
償却▲30後 

134 

+1 
+18 

+26 

+3 

155 

▲1 

▲17 
▲3 ▲4 

定率法→定額法へ 

キャプテックス 
セツナン化成 
福井山田化学工業 
ﾅｶﾞｾﾃｸﾉｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 等 

ＧＣ：スマホ・タブレット関連 
商材が好調に推移 

※ＧＣ：グレーターチャイナ地域 
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経 常 利 益 ・ 当 期 純 利 益   

１１ 

経 常 利 益  当 期 純 利 益  

経  常  利  益   ： １７９億円     ＋２２億円     14.3％増       

当 期 純 利  益  ： １４１億円    ＋５６億円     65.5％増   

12/03 12/03 13/03 13/03 

（単位：億円） 



主 な 貸 借 対 照 表 の 増 減  

１２ 

（単位：億円） 

《資産》 １２/０３ １３/０３ 増減 《負債及び純資産》 １２/０３ １３/０３ 増減 

現金及び預金 ２９１ ４６６ ＋１７５ 支払手形及び買掛金 １，０９１ １,０７９ ▲１２  

受取手形及び売掛金 １，９７７ １,９６０ ▲１７ 短期借入金 ５０１ ３５４ ▲１４７ 

棚卸資産 ４５２  ５１８  + ６６ その他流動負債 ２２３ ２２４ ＋０ 

その他流動資産 １０１ １１１ + １０  長期借入金 ３８２ ３２６ ▲５５ 

有形固定資産 ５６７ ６０９ + ４２ 社債 - ３００ +３００ 

無形固定資産 ５７４ ５５２ ▲２１ 退職給付引当金 １００ １０２ ＋２ 

投資有価証券 ４９０ ５６８ ＋７８ その他固定負債 ８１ １０２ ＋２０ 

その他固定資産 ５３ ７８ ＋２４  負債合計 ２，３８０ ２,４８９ +１０８ 

株主資本 ２，０１１ ２,１１７ +１０６ 

  （うち自己株式） （▲ ５４） (▲７１) (▲１６) 

有価証券評価差額金 １２７ １７９ ＋５２ 

為替換算調整勘定 ▲９１ ▲１２ ＋７９ 

新株予約権 １  ０  ▲０ 

純資産合計 ２，１２７ ２,３７８ +２５０ 

（自己資本比率） （45.4%） （46.9%） (+1.5% ) 

資産合計 ４，５０８ ４,８６７ + ３５９ 負債及び純資産合計 ４，５０８ ４,８６７ +３５９ 



キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー の 状 況  

１３ 

（単位：億円） 

◆ 営業キャッシュ・フロー：法人税等の支払63億円があったものの、税前利益１９４億円や減価償却費の 
                 足し戻し７４億円等があり１８５億円の収入 

◆ 投資キャッシュ・フロー：有形固定資産の売却３２億円があるも、有形・無形固定資産を１２２億円取得 

◆ 財務キャッシュ・フロー：社債発行による２９８億円の収入、借入金の返済１６２億円 

  １３/０３ 主な内訳  １２/０３ 

営業活動による 

  キャッシュ・フロー 

 ＋１８５   

税前利益                 ＋１９４   億円 

減価償却費                 ＋７４   億円 

のれん償却費              ＋１６   億円 

減損損失                ＋１８  億円 

運転資金                 ＋１ 億円 

法人税等                   ▲ ６３  億円   等により                            

  

+ ５６ 

  

投資活動による 

  キャッシュ・フロー ▲９５  
有形固定資産の取得         ▲１０５    億円 

無形固定資産の取得               ▲  １７    億円 

有形固定資産の売却           ＋３２    億円  等により 

▲８１  

財務活動による 

  キャッシュ・フロー  + １１  

社債発行による収入      ＋  ２９８   億円 

長期借入による収入      ＋    ４６    億円 

借入金の返済による支出       ▲ １６２    億円 

配当金の支払い          ▲  ３１     億円    等により 

＋５６９  

現金及び現金同等物の増減 ＋１２６  現金及び現金同等物に係る為替差額 ２４億円含む ▲１８８   

新規連結に伴う現金 

  及び現金同等物の増減 
＋９ 

長瀬電子科技（厦門）有限公司＋６億円 

Nagase India Private Ltd.＋１億円、 

ﾅｶﾞｾﾂｰﾙﾏﾃｯｸｽ㈱他３社＋１億円 
＋１ 

決算期変更に伴う現金 

  及び現金同等物の増減 
＋３７  

日本＋１億円、グレータチャイナ＋38億円、アセアン▲５億円、
欧州＋２億、北米＋０億円  ― 

現金及び 

  現金同等物の期末残高 
４５８  

貸借対照表上の現預金残高４６６億円－内３ヵ月超の定期預
金残高８億円＝４５８億円 ２８５  



（単位：百万円） 

社  名 売上高 前期比 営業利益 前期比 当期純利益 前期比 

単体 長瀬産業  423,513 97% 2,979 116% 6,652 87% 

製造 
会社 

ナガセケムテックス 26,273 97% 2,743 100% 1,382 90% 

林原 25,223 - 2,603 - 2,121 - 

東拓工業 7,571 99% 196 84% 185 166% 

※製造会社計※ 89,210 126% 5,899 140% 1,950 115% 

国内
販売 
会社 

ナガセプラスチックス 29,141 98% 304 112% 159 121% 

ナガセケミカル 15,805 117% 197 96% 111 107% 

ナガセエレックス 8,174 109% 166 93% 96 103% 

※国内販売会社計※ 79,586 90% 1,248 84% 638 100% 

海外
販売 
会社 

長瀬香港有限公司 57,467 116% 1,052 134% 798 104% 

ナガセタイランド 29,675 125% 970 122% 730 122% 

ナガセアメリカ 23,593 115% 439 109% 274 110% 

※海外販売会社計※ 276,924 119% 5,160 108% 4,111 101% 

主 な 連 結 子 会 社 の 業 績  

１４ 

※注） 林原の業績は、のれん・無形資産償却後の理論値であり、税金等の影響は除いております。 
※注） 各カテゴリの合計は、対象会社の単純合算値であり、連結決算数値と一致いたしません。 
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1株当たり配当金（左軸） 配当性向(左軸) DOE(右軸) 

収益力の向上と企業体質の一層の充実強化を図り、連結業績連動を基礎とした、 
株主の皆様への安定配当を継続して行うことを基本方針としており、連結配当性向 
および連結純資産配当率を勘案して、１株当たり配当額の向上を目指します。 

（%） （%,円） 

 配 当 状 況    

１５ 

10 
15 

18 17 16 16 

22 
24 

  05/03 06/03 07/03 08/03 09/03 10/03 11/03 12/03 13/03 14/03(予) 

配当性向  12.3  14.9  17.0  21.8  35.4  27.3  22.1  36.0  23.4 24.5 

DOE  0.79 1.06 1.15 1.08 1.07 1.08 1.42 1.52 1.53 1.52 

（%） 

26 

※13/03期の期末配当は、2013年6月開催予定の株主総会にて付議予定 

28 



 2014年３月期業績見通し  

１６ 



（単位：億円） 

2014年３月期 業 績 見 通 し  

１７ 

１３／０３
実績

１４／０３
見通し

増減 前期比

売   上   高 ６，６６２ ７，６４０ +９７７ １１５％

売上総利益
＜利益率＞

８２５
＜12.4％＞

９３４
＜12.2％＞

+１０８
＜▲0.2％＞

１１３％

営 業 利 益 １５５ １９２ +３６ １２３％

経 常 利 益 １７９ ２１０ +３０ １１７％

当期純利益 １４１ １４５ +３ １０２％

１株当たり年間配当金 ２６円 ２８円 +２円 -

想定為替レート(1US$） ８３.３円 ９５.０円 １１.７円安 -

・海外増益 / 国内減益 
・赤字子会社の赤字縮小 +13億円 、退職給付債務数理差異の影響 ▲15億円（13/03期 ▲7億円） 



2014年３月期 セ グ メ ン ト 別 見 通 し 

１８ 

＜セグメント別 売上見通し＞ 
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生活関連 

＜セグメント別 営業利益見通し＞ 
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機能素材 加工材料 電子 生活関連 
その他・ 

全社共通・
連結消去 

 

（単位：億円） （単位：億円） 

その他 自動車・  
エネルギー 

※14/03期より、従来機能素材セグメントに含まれていた半導体・ＨＤＤ業界向け研磨剤販売事業を電子セグメントへ移管、同じく機能素材セグメントに含ま 
  れていた化粧品業界向け原材料販売事業を生活関連セグメントへ移管しております。13/03期実績についても組替後の数値に変更し記載しています。 



13年3月期 
実績 

 

電子 14年3月期 
見通し 

 

（単位：億円） 

120 

140 

160 

180 

200 

220 

機能素材 

１５５ 

+１８ 

+８ 

+５ 

１９２ 

加工材料 

+２６ 

 ：プラス要因 
 ：マイナス要因 

▲１４ 
▲７ 

生活関連 自動車・ 
エネルギー 

１９ 

その他・ 
全社共通・ 
連結消去 

 

営業利益 増減要因（当期実績 vs 見通し 分析）  

国内＋2 
 建築向け塗料関連増加 
海外＋6 
 主に北東ｱｼﾞｱ・東南ｱｼﾞｱ 
 での増加 

国内＋6 
 赤字製造子会社の収益改善 
海外＋11 
 主に中国、東南アジアでの 
 ＯＡ・家電向け樹脂販売増加 

国内＋13 
 ｽﾏﾎ･ﾀﾌﾞﾚｯﾄ関連商材増加 
 液晶薬液関連増加 
海外＋13 
 ｽﾏﾎ・ﾀﾌﾞﾚｯﾄ関連商材増加 

国内＋1 
 小型電源販売増加 
海外＋3 
  海外自動車生産台数増加 

事業拡大に向けた先行投資 
 ㈱林原コスト増    ▲5 
  （原料費・償却費・開発費） 
  海外市場開発費増  ▲3 
  ﾋﾞｭｰﾃｨｹｧ製品事業 
  市場開拓費増  ▲2 
  酵素事業償却費増  ▲2 
  後発薬関連 
  償却費・開発費  ▲2 

長瀬産業 
  退給数理差異 ▲8 



  中期経営計画「         」の進捗状況  

バイオ関連技術を活用した分野 １ 

 ● 林原の主力製品の拡販、新製品の上市を実施。海外販売活動の見直しを図りグローバル展開を開始 
 ● 神戸大学等と継続中の「バイオプロダクション次世代農工連携拠点」が文部科学省より継続プログラムとして採択 
    →ナガセＲ＆Ｄセンター主体に本プログラムを通じてバイオ技術の研究開発を推進 
 ● 食品・農業等が盛んな南米におけるバイオビジネス等の市場調査を目的に、ブラジル現地法人を設立 

環境・エネルギー関連技術を活用した分野  ２ 

 ● 再生可能エネルギーの固定価格買取制度開始により、太陽光発電のシステム販売が堅調に推移 
 ● キャプテックスの環境対応車向けの二次電池モジュール量産工場が稼働 
    →2013年6月販売開始予定の小型電源に加え、同社技術を活用した用途開発を加速 

エレクトロニクス関連技術を活用した分野  ３ 
  
 ● スマートフォン・タブレット端末等向けにグローバルな提案・調達活動により部材販売が好調に推移 
 ● Engineered Materials Systems Inc.（米国）においてタブレット端末等の電子部品向けに導電性材料の販売が好調に推移 
 ● 現地ニーズに合った製品の開発機能を拡充するため、長瀬精細化工（無錫）有限公司にて研究開発棟の建設を開始 
   

２０ 

 
 ● 「投資ガイドライン」を策定し、投資に対する基準等の明確化、意思決定のスピードアップ、投資後のモニタリングを強化 
 ● メーカーポジションの取引リスク管理を強化すべく、リスクの可視化とリスク軽減を図る取組みを実施 
 ●  シンガポールにROC（ Regional Operating Centre）を設置 

 ● グループ全体の人事交流および人事制度整備を実施 
   

【重点分野における事業強化】 

【運営基盤の強化】 

【目標数値】   2012年度実績 2013年度見通し 2014年度目標 

売上高 6,662億円 7,640億円 8,000億円 

営業利益 155億円 192億円 300億円 

ROE 6.5％ 6.2％ 8.0％ 
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「         」 における投資実績   

 製造業比率（売上高）  投資（３年間）  

 製造業比率（営業利益）  
（億円） 

（億円） 

重点分野を 
中心とした新規投資 

300億円 

 既存設備更新 
100億円 

予定      
４００億円 

13/03実績 
120億円 

実績 
１２０億円 

２１ 

13% 

製造機能、研究開発機能、技術・情報力、グローバルネットワークを強化する投融資の実行
により、独自性・優位性を創出し、事業の質の向上と企業価値の向上を図っております。 
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 拡大･強化   変 革   推 進  
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売上高

営業利益

←400億円→

（億円） （億円） 

←277億円→  ←237億円→  ←202億円→  ←1,074億円→  

事業と運営の 
質の向上 

 “ CHANGE” 11  
投資額 

２２ 

“ CHANGE”の 
加速 

  
業 績 お よ び 投 資 額 推 移 



森 下  治 

取締役 兼 執行役員 生活関連セグメント担当 

２３ 

生活関連セグメントの成長戦略について 



 

１．生活セグメントの事業ミッションについて 

２．同事業の領域と方向性について 

３．同 組織体系 

４．最近の主な生産設備投資について 

５．事業分野別 売上見通し （２０１２－２０１４年） 

６．林原事業の現況と今後について 

７．糖質・酵素事業 研究開発促進について 

８．医薬・医療材料 及び ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ事業の方針   
 

  

説 明 項 目 

２４ 



事 業 ミッション 

  NAGASE Value  Chain Creation 

機能素材 加工材料 

電子 

自動車・ 
エネルギー 

生活関連 

‘人が健康で豊かに生活することに貢献する’ 

（景気変動を吸収する事業を育成し、経営基盤を強化する） 

「食品・飲料」「化粧品・トイレタリー」「医薬品・医療材料」 を基盤に、
商社としての機能やグループ企業の経営資源を積極的に活用し、 
グローバルに市場を獲得することで事業拡充を図る 

２５ 



事 業 の 領 域 と 方 向 性 

食への貢献 医薬 医療材料 

食品 
飲料 化粧品 

ﾄｲﾚﾀﾘｰ 

医薬医療
材料 

製剤技術 機能性糖質技術 酵素技術 

飼料 肥料 養殖 農園 

人市場 
Food 

動植物 
市場 
Feed 

 
 
 
人 
  
 
動 
・ 
植
物 
 
 
 

 
 
 
 
 

生活関連セグメント事業領域 

①   糖質・酵素等機能素材を中心に食品業界への深耕 （Food ～ Feed迄） 
② 医薬・医療材料事業は、製剤・合成・薬事機能を活用し、事業の安定拡大を図る 
③ 化粧品・トイレタリー分野は、グローバルな視点で林原製品拡販を実施し、 
   また商社として機能素材の開発展開を図り、事業価値を拡大 
④  機能素材によるアグロ事業の育成で食への貢献 （Food ～ Feed迄） 

知
財
箱 

２６ 



組 織 体 系 

ﾗｲﾌ&ﾍﾙｽｹｱ製品事業部 

ﾌｧｰﾏ･ﾒﾃﾞｨｶﾙ部 

ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ部 

ﾌｰﾄﾞﾏﾃﾘｱﾙ部 

ﾋﾞｭｰﾃｨｹｧ製品事業部 

生活関連ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

２７ 

組織 業界 活動領域 ｸﾞﾙｰﾌﾟ製造企業 代表的な製品 

ﾌｰﾄﾞﾏﾃﾘｱﾙ部 食品･ｱｸﾞﾛ 
海外／国内 

林原 トレハ®等の機能性糖質 

ﾅｶﾞｾｹﾑﾃｯｸｽ 食品（加工）用酵素 

国内 川合肥料 有機肥料、加工食品材料 

ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ部 化粧品・ﾄｲﾚﾀﾘｰ 海外／国内 
林原 AA2G®等の機能性糖質 

ﾅｶﾞｾｹﾑﾃｯｸｽ リン脂質等の酵素誘導体 

ﾌｧｰﾏ･ﾒﾃﾞｨｶﾙ部 医薬･医療材料 
国内／海外 

ﾅｶﾞｾ医薬品 抗がん剤 

林原 マルトース等の機能性糖質 

国内 ﾅｶﾞｾｹﾑﾃｯｸｽ 原薬（API） 



最 近 の 生 産 設 備 投 資 

ナガセ医薬品株式会社（兵庫県伊丹市） 
 
◆ 抗がん剤（後発薬）バイアル注射液生産 
 新棟 地上３階建  〔延床面積 約1000㎡〕 
 
 ２０１３年 春 完成済 

株式会社林原 （岡山県） 
 藤崎・今保地域へ新工場 
 （第一工場 スクラップ＆ビルド）        
 生産機能強化 
 安定供給  効率的生産  新製品開発パイロット生産 
 ２０１５年 春 完成予定 

ナガセケムテックス株式会社（福知山工場） 
 〔延床面積 2200㎡〕 
◆ コーシャ・ハラル対応 新規酵素生産棟完成 
  酵素のグローバル展開に向けた 事業基盤整備 
 食品・飲料関係へ展開する足掛かり 
  ２０１２年末  完成済  本年度稼働開始 

２８ 

※イメージ図 



事業分野別 売上見通し（2012年-2014年） 

2014年度 920億円 

FM 
352 

PM 
298 

PC 
204 

 
※生活関連セグメントには、この他に化粧品・健康食品の販売等を行うビューティケァ製品事業部があり、実績及び見通しは下記の通りです。 
  2012年度：54億円 2013年度見通し：56億円 2014年度見通し：66億円 

２９ 

2012年度 775億円 

FM 
308 

PC 
144 

PM 
269 

2013年度 840億円 

 PM 
  280 

FM 
319 

PC 
185 

ﾌｰﾄﾞﾏﾃﾘｱﾙ(FM)      ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ(PC)      ﾌｧｰﾏ･ﾒﾃﾞｨｶﾙ(PM) 

（億円） 



   JAPAN ２２０    EXPORT ３０ 

食 

香 

医 

販売状況 略図 
（金額ベース） 

林 原 事 業 の 現 況 と 今 後 

    EU       GC KOREA 

   ASEAN 
AMERICA 

海外拡販 及び 用途開発拡充  
２０１２年 約２５０億円 ⇒２０１４年 約２８５億円   

３０ 



 糖質・酵素事業 研究開発促進 

       酵素ライブラリー（放線菌） 

糖質素材 
新規用途開発 
（機能性活用） 

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ支援 
(ｶｽﾀﾏｰｻﾎﾟｰﾄ) 

新規素材開発 

顧客サポート 用途開発 

バイオベースケミカル開発 
『ユニークな変換酵素 』 

酵素反応物の生産 
 『 リン脂質群 』 

 産業用資材用 酵素製剤 

   食品・ｻﾆﾀﾘｰ・農畜産 
 

新規糖質/配糖体 
(多分岐グルカン) 

＜食材 日持ち 食感等＞ 

３１ 

保湿、栄養機能 
生理機能、アグリ等 



林原 新製品プロジェクト（多分岐グルカン）  
＜多分岐グルカン：林原の酵素テクノロジーを駆使して製造する多糖素材＞ 

d 

d c c c c 

c 

a 

a 

c 

d 

a 

林原独自の酵素 

多分岐グルカン 

ブドウ糖 

澱粉（グルカン） 

 2013年3月26日、日本農芸化学会において発表 

 「肝臓への脂肪蓄積を抑制する効果」 

 「食後の高脂血症を抑制する効果」 

食物繊維市場へ グローバル展開を図る 

３２ 

澱粉、多分岐グルカンの構造は代表的な成分の推定図です 



 医薬・医療材料及びパーソナルケア事業の方針 

API 原薬 

医
薬
・
医
療
材
料
事
業
 

製 剤 
（抗がん剤 海外原薬） 

賦形剤  
添加剤 
ケミカル 

医療材料＜潤滑 抗炎症剤 等＞ 

基盤素材 展開 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｻﾌﾟﾗｲ機能 

 美白剤（AA2G ®)ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展開加速  

パーソナル 
ケア事業 

  医薬医療材料・・・製剤化技術を生かし、抗がん剤及び関連商材によって事業拡大 
  パーソナルケア・・・AA2G ®を基幹商品として、裾野商材の開発で事業基盤強化 

製剤 

３３ 



  http://www.nagase.co.jp   

 知恵をビジネスにする技術・情報企業   

当プレゼンテーション資料には、2013年５月27日時点の将来に関する前提・見通し・計画に基づく
予測が含まれています。世界経済・競合状況・為替変動等に関わるリスクや不確定要因により、 
実際の業績が記載の予測と異なる可能性があります。 


